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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　金属酸化物がドープされ、管内面に微粒子による金属酸化膜が形成されている硝子管を
備え、管壁負荷０．２Ｗ／ｃｍ2以上の冷陰極蛍光ランプと、
　無機化合物および有機化合物の少なくとも一方が、ドープまたは被着された、透明性プ
ラスチックよりなる、最大厚みが４．５ｍｍ以下の導光板とを備え、
　前記導光板が前記冷陰極蛍光ランプに近接配置され、
　前記金属酸化物がドープされている前記硝子管で、ＵＶ－Ｂ域およびＵＶ－Ｃ域の波長
の紫外線を主に遮断し、
　前記硝子管内面に形成されている金属酸化膜は、ＵＶ－ＡおよびＵＶ－Ｂ域の波長の紫
外線を主に遮断し、
　前記導光板は、ＵＶ－ＡおよびＵＶ－Ｂ域の波長の紫外線を主に遮断することを特徴と
する液晶バックライト装置。
【請求項２】
　前記硝子管は、材料組成中に、重量比０．１～０．８％の酸化チタンがドープされてい
ることを特徴とする請求項１に記載の液晶バックライト装置。
【請求項３】
　前記硝子管の内面に形成された前記金属膜は、酸化チタンおよび酸化亜鉛の両方または
どちらかの微粒子が、前記硝子管内面に被着されて形成され、前記微粒子の単位面積当た
りの被着量は、０．０２～０．５ｍｇ／ｃｍ2であることを特徴とする請求項１または請
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求項２に記載の液晶バックライト装置。
【請求項４】
　前記導光板にドープまたは被着された前記無機化合物は、紫外線遮断性の金属酸化物で
あり、
　前記有機化合物は、紫外線吸収剤または光安定剤であることを特徴とする請求項１ない
し請求項３のいずれかに記載の液晶バックライト装置。
【請求項５】
　前記硝子管は、厚み０．３ｍｍ以下のホウケイ酸塩硝子からなることを特徴とする請求
項１ないし請求項４のいずれかに記載の液晶バックライト装置。
【請求項６】
　前記硝子管内の前記金属酸化膜の表面に蛍光体膜が被着され、前記蛍光体膜は、３波長
域発光形の希土類蛍光体を少なくとも含む蛍光体であって、単位面積当たりの被着量が２
．０～５．０ｍｇ／ｃｍ2であることを特徴とする請求項１ないし請求項５のいずれかに
記載の液晶バックライト装置。

【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、液晶表示手段を用いたパソコン、ワープロ、メータ等のディスプレイの、エッ
ジライト方式の液晶バックライト装置に関する。
【０００２】
【従来の技術】
従来のエッジライト方式の液晶バックライト装置について説明する。例えば、実開平６－
４７９０３号公報に開示された液晶バックライト装置は、導光板と、その片側縁部に近接
して配置された冷陰極蛍光ランプと、冷陰極蛍光ランプの外周の内、導光板と対峙しない
部分を覆う反射フィルムと、導光板の背面部および３つの側縁面に設けられた反射体とを
備えている。冷陰極蛍光ランプからの光は、導光板の正面部の平らな表面から放射される
。放射された有効な光によって、ディスプレイの輝度は高められる。
【０００３】
このような液晶バックライト装置は、通常、比較的透光特性のよいアクリル樹脂よりなる
厚み５ｍｍ～１０ｍｍ程度のプラスチック製の導光板と、管外径が４～８ｍｍ程度の硝子
管を有する、管壁負荷が０．２Ｗ／ｃｍ2未満の冷陰極蛍光ランプとを組み合わせて構成
されることが広く知られている。
【０００４】
近年、液晶ディスプレイの多用途化に伴い、液晶バックライト装置の小型化、軽量化、長
寿命化、光源およびディスプレイ発光面の高輝度化等のニーズが急増している。これらの
ニーズに答えるために、冷陰極蛍光ランプをさらに細管化することで、電流密度を増加さ
せて管壁負荷を高め、発光光束を増大させ、長寿命を維持しながら液晶バックライト装置
の画面を高輝度化する。
【０００５】
また、液晶バックライト装置の小型軽量化のためにも、冷陰極蛍光ランプの硝子管の管径
縮小は有効であり、それに加えて、硝子の肉厚を薄くすることでさらに小型軽量化を実現
している。
【０００６】
【発明が解決しようとする課題】
しかしながら、冷陰極蛍光ランプの細管化により、冷陰極蛍光ランプから放射される放射
光中の紫外線強度が増加してしまう。そのため、放射光が入射される導光板の縁部近傍が
液晶バックライト装置の使用時間推移とともに、短い時間で、熱と紫外線の影響を受けて
黄変したり、変色、褪色等を生じる。さらに、導光板全体が、紫外線の影響で光劣化され
、透光性低下を起こし、放射光の有効利用率が低下する。すなわち、早期に画面輝度低下
をもたらし、寿命が短いという問題があった。
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【０００７】
また、冷陰極蛍光ランプの硝子管は、細管化および硝子の肉厚減少に加えて、液晶バック
ライト装置作動中には熱上昇により強度が低下して、種々の取り扱い作業中に破損する等
の危険性を有し、実用上問題があった。
【０００８】
また、導光板のプラスチック材料としてアクリル樹脂を用いた場合、耐熱性や、光透過性
は、実用上支障はないが、軽量化には問題があった。
【０００９】
これらの問題に対して、従来様々な解決策が取られている。一般的な紫外線遮断方法とし
ては、硝子管材料に紫外線吸収剤をドープする方法、硝子管内面と蛍光体膜との間に保護
膜を設ける方法、あるいは、導光板材料中に紫外線吸収剤をドープする方法等が知られて
いて、各々の方法を使用した液晶バックライト装置も知られている。しかし、それぞれの
紫外線遮断方法は、紫外線の遮断波長域がある範囲に限られるために、液晶バックライト
装置の各構成要素から放射される、異なる波長の紫外線すべてを満足に遮断することはで
きない。
【００１０】
また、硝子内面に設ける保護膜として、有機チタニア膜で酸化チタン連続結晶フイルム層
を形成し、硝子管内壁からのアルカリ成分の析出防止用保護膜と紫外線遮断膜とを兼用さ
せることが広く知られている。しかし、酸化チタン連続結晶フィルム層は、紫外線だけで
なく、可視光の反射も行うので、冷陰極蛍光ランプの発光光束を低下させるという問題が
ある。
【００１１】
また、冷陰極蛍光ランプを細管化せずに発光光束を高めるために、発光発色にこだわらな
い蛍光体を使用するという方法が考えられるが、ディスプレイの画面上の映像色やコント
ラストが充分に実用性を満足するとはいえなかった。
【００１２】
ここで、従来の液晶バックライト装置の明るさを、総合的に評価した結果を示す。冷陰極
発光ランプを点灯後１００時間経過後を基準として、所定時間点灯経過後の冷陰極発光ラ
ンプの発光光束を比べた光束維持率Ａ％と、導光板の平均表面輝度を比べた平均表面輝度
維持率Ｂ％を検出し、各維持率の差Ａ％－Ｂ％を求めると、５％を越えた値であった。こ
れは、従来の液晶バックライト装置を長時間使用することで、導光板の光透過性能が低下
し、画面輝度が不安定であることを意味している。
【００１３】
なお、従来の液晶バックライト装置は、冷陰極蛍光ランプから放出される光の利用効果、
すなわち、導光板光入射前の輝度と導光板表面から放出される光の輝度を対比すると、通
常約５５％がロスとなり約４５％が有効光になることが知られている。
【００１４】
本発明は、かかる問題に鑑みてなされたものであって、小型、軽量、高輝度、長寿命であ
って、稼働時間の推移に伴う画面輝度の低下を防ぐことのできる液晶バックライト装置を
提供することを目的とする。
【００１５】
【課題を解決するための手段】
　本発明の液晶バックライト装置は、金属酸化物がドープされ、管内面に微粒子による金
属酸化膜が形成されている硝子管を備えた、管壁負荷０．２Ｗ／ｃｍ2以上の冷陰極蛍光
ランプと、無機化合物および有機化合物の少なくとも一方が、ドープまたは被着された、
透明性プラスチックよりなる、最大厚みが４．５ｍｍ以下の導光板とを備え、前記導光板
が前記冷陰極蛍光ランプに近接配置されている。それにより、紫外線を遮断する３種類の
手段を備えることになり、遮断すべき紫外線の波長域を互いに補完し合い、遮断性が高い
。そのため、導光板の劣化が少なく、長期間ディスプレイ面輝度の損失を抑制できる。
【００１６】
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　また、前記金属酸化物がドープされている前記硝子管で、ＵＶ－Ｂ域およびＵＶ－Ｃ域
の波長の紫外線を主に遮断し、前記硝子管内面に形成されている金属酸化膜は、ＵＶ－Ａ
およびＵＶ－Ｂ域の波長の紫外線を主に遮断し、前記導光板は、ＵＶ－ＡおよびＵＶ－Ｂ
域の波長の紫外線を主に遮断するようにしてもよい。
【００１７】
　また、好ましくは、前記硝子管は、材料組成中に、重量比０．１～０．８％の酸化チタ
ンがドープされている。それにより、硝子管は、波長域３１５～２８０ｍｍのＵＶ－Ｂ域
および、２８０～１００ｍｍのＵＶ－Ｃ域の紫外線のほとんどを遮断し、可視光線の透過
率や硝子の加工性等には支障を生じることもない。
【００１８】
　また、好ましくは、前記硝子管の内面に形成された前記金属酸化膜は、酸化チタンおよ
び酸化亜鉛の両方またはどちらかの微粒子が、前記硝子管内面に被着されて形成され、前
記微粒子の単位面積当たりの被着量は、０．０２～０．５ｍｇ／ｃｍ2である。それによ
り、波長４００～３１５ｎｍの範囲のＵＶ－Ａ域と波長３１５～２８０ｎｍの範囲のＵＶ
－Ｂ域の紫外線を遮断することができる。
【００１９】
　また、好ましくは、前記導光板にドープまたは被着された前記無機化合物は、紫外線遮
断性の金属酸化物であり、前記有機化合物は、紫外線吸収剤または光安定剤である。それ
により、波長域４００～３１５ｎｍのＵＶ－Ａ域と３１５～２８０ｎｍのＵＶ－Ｂ域の抑
制ができる。
【００２０】
　また、好ましくは、前記硝子管は、厚み０．３ｍｍ以下のホウケイ酸塩硝子からなる。
それにより、硝子管を薄形化、細管径化しても長時間点灯における熱的影響で破損しない
。そのため、液晶バックライト装置を小形軽量化できる。
【００２１】
　また、好ましくは、前記硝子管内の前記金属酸化膜の表面に蛍光体膜が被着され、前記
蛍光体膜は、３波長域発光形の希土類蛍光体を少なくとも含む蛍光体であって、単位面積
当たりの被着量が２．０～５．０ｍｇ／ｃｍ2である。それにより、冷陰極蛍光ランプは
、バックライト光源に求められる４０００～８０００Ｋの範囲の色温度を有し、発光効率
が高い。
【００２４】
【発明の実施の形態】
本発明の実施の形態にかかる液晶バックライト装置について、図を用いて説明する。図１
は、本実施の形態にかかる液晶バックライト装置の断面図であり、図２は、図１の液晶バ
ックライト装置の冷陰極蛍光ランプの断面図である。
【００２５】
図１を用いて、本実施の形態にかかる液晶バックライト装置の構成について説明する。１
は、光を放射する冷陰極蛍光ランプである。２は、透光性プラスチックよりなる導光板で
あって、冷陰極蛍光ランプ１に縁部２１が近接するように配置されている。導光板２の光
放射側の面（正面）には、拡散板３とプリズム板４が順次形成されている。冷陰極蛍光ラ
ンプ１の外周には、導光板２の縁部２１側を除いて、フィルム状の反射板５が設けられて
いて、冷陰極蛍光ランプ１から放射される光が、導光板２に導かれる。また、導光板２の
背面には、板状の反射体６が設けられていて、縁部２１から入射された光が、導光板２の
正面から出射されるようになっている。なお、図示されてはいないが、導光板２には、正
面と縁部２１側以外の面には、反射体が設けられていて、導光板２に入射した光が、正面
からのみ外に放射されるようになっている。
【００２６】
次に、図２を用いて、冷陰極蛍光ランプ１の構成について説明する。８は、硝子管であっ
て、厚さが０．３ｍｍ以下のホウケイ酸塩硝子からなる。硝子管８は、例えば酸化チタン
その他の紫外線遮断性の金属酸化物が材料組成中の重量比０．１～０．８％ドープされ、
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紫外線遮断性を有し、管外径は３ｍｍ以下とされる。
【００２７】
また、硝子管８の内面に、紫外線遮断性および反射性の金属酸化物微粒子を、単位面積当
たりの被着量が、０．０２～０．５ｍｇ／ｃｍ2となるよう被着させて、金属酸化膜９が
形成されている。金属酸化膜９は、連続フィルム状ではなくて微粒子の薄膜である。した
がって、可視光の透過性を維持させてなおかつ紫外線を有効に反射遮断させるので、冷陰
極蛍光ランプからの発光光束の極端な低下を抑制することができる。
【００２８】
さらに、金属酸化膜９の内面には、少なくとも３波長発光域希土類蛍光体を構成成分とし
た蛍光体膜１０が、２．０～５．０ｍｇ／ｃｍ2の割合で形成されている。そのため、冷
陰極蛍光ランプは、バックライト光源に求められる４０００～８０００Ｋの範囲の色温度
を有する。また、１１は電極であって、硝子管８の両端に備えられている（一端のみが図
示されている）。
【００２９】
さらに、冷陰極蛍光ランプ１は、電流密度を高めて、０．２Ｗ／ｃｍ2以上の高管壁負荷
となるようにして、発光光束を可能な限り向上せしめている。
【００３０】
冷陰極蛍光ランプ１は、硝子管８自体および金属酸化膜９が紫外線遮断性を有しているの
で、紫外線放出が抑制されている。具体的には、硝子管８自体が、波長域３１５～２８０
ｎｍの範囲のＵＶ－Ｂ域と波長域２８０～１００ｎｍの範囲のＵＶ－Ｃ域の紫外線放出を
抑制するとともに、硝子管８内面に形成された金属酸化膜９が波長域４００～３１５ｎｍ
のＵＶ－Ａ域と波長域３１５～２８０ｎｍのＵＶ－Ｂ域の紫外線放射を抑制している。
【００３１】
透光性プラスチック材料よりなる導光板２は、小型薄型化を目指すために最大厚みが４．
５ｍｍ以下に制御されている。導光板２は、耐候性や透明性に優れたアクリル樹脂やオレ
フィン系樹脂等を材料として形成されている。なお、オレフィン系樹脂は、アクリル系樹
脂に比べて、重量が小さいので、オレフィン系樹脂を材料として導光板２を形成したほう
が、液晶バックライト装置を軽量化することができる。
【００３２】
また、樹脂材料中に、透光性を損なわないで熱的安定性のある有機系紫外線吸収剤、光安
定剤、または、酸化チタン等の紫外線遮断性のある無機物質がドープされている。あるい
は冷陰極蛍光ランプ１と近接する光入射部分の縁部２１表面に、例えば、金属酸化物等の
紫外線遮断性物質の被膜を設けた構造とされる。導光板２は、このような構成とすること
で、波長４００～３１５ｎｍのＵＶ－Ａ域、３１５～２８０ｎｍのＵＶ－Ｂ域の紫外線を
遮断する作用を有するので、硝子管８と金属酸化膜９による紫外線遮断をさらに補完する
ことができる。
【００３３】
（実施例）
上述した本実施形態の液晶バックライト装置を実際に作製し、動作させた場合の実測値を
示す。
【００３４】
まず、タングステン電極の封止に適した耐熱性の良いホウケイ酸塩硝子に、酸化チタン微
粉を０．４重量％ドープして管外径２ｍｍの硝子管を作製し、硝子管の分光透過率を確認
した。図３に、このときの測定で得られた硝子管の分光透過曲線を示す。図３に示すよう
に、この硝子管では、２８０～１００ｎｍのＵＶ－Ｃの波長域の遮断性が優れ、３１５～
２８０ｎｍのＵＶ－Ｂの波長域の遮断性も充分実用出来ることが明白となった。なお、図
３では、１８０ｎｍ未満の波長域に関しての分光透過率は図示していないが、１８０ｎｍ
における値と略同等の値であった。
【００３５】
次に、酸化チタンのドープ量について測定を行った。ドープ量を、０．１～０．８重量％
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とした場合は、紫外線遮断効果や加工性の面で充分実用出来ることが明らかとなった。し
かし、０．１重量％未満では紫外線遮断が充分得られず、また、０．８重量％を超えるも
のは、薄い青色がかった発色を硝子管自体に生じたり、加工性が低下して、冷陰極蛍光ラ
ンプ作製時に破損等の不都合を生じた。
【００３６】
また、他のドープ材料としてセリウムや鉄等の酸化物についても検討したところ、紫外線
遮断効果を得られることを確認した。ただし、ドープ量が多すぎると酸化セリウムの場合
は、ソーラリゼーションを生じたり、酸化鉄の場合には青緑色を発色する等の不都合も確
認できた。
【００３７】
また、硝子管の材料をソーダ硝子とした場合でも、前述したホウケイ酸塩硝子の硝子管と
同様に、各種ドープ材を含有せしめる実験を行ったところ、紫外線遮断効果については前
述したホウケイ酸塩硝子の硝子管での実験結果とほぼ同程度であった。
【００３８】
次に、硝子管を用いて冷陰極蛍光ランプを作製し、評価測定を行った。この冷陰極蛍光ラ
ンプは、管外径２ｍｍ、肉厚０．２ｍｍ、ランプ長さ２６０ｍｍ、管電流６ｍＡ、管壁負
荷０．２６Ｗ、管電力３．４Ｗとした。
【００３９】
硝子管材料は、重量比が、ＳｉＯ2が７２．４％、Ａｌ2Ｏ3が３％、Ｂ2Ｏ3が１６％、Ｎ
ａ2Ｏが１．５％、Ｋ2Ｏが３．５％、ＣａＯが０．６％、ＢａＯが１．５％、Ｌｉ2Ｏが
０．５％、ＭｇＯが０．３％、ＴｉＯ2が０．４％でなる組成のホウケイ酸塩硝子と、こ
のホウケイ酸塩硝子とほぼ同等の組成であって、ＴｉＯ2がドープされていないホウケイ
酸塩硝子との２種類の硝子とした。ここで、ＴｉＯ2がドープされているホウケイ酸塩硝
子で作製した硝子管を第１の硝子管とし、ＴｉＯ2がドープされていない硝子管で作製し
た硝子管を第２の硝子管とした。
【００４０】
これら２種類のそれぞれの硝子管内面に、紫外線遮断のための金属酸化膜を形成せずに、
直接、蛍光体としてＥｕ付活Ｙ2Ｏ3、Ｃｅ・Ｔｂ付活ＬａＰＯ4、Ｅｕ付活ＢａＭｇ2Ａｌ

16Ｏ27各種希土類蛍光体よりなる約４２００Ｋの色温度を有する３波長発光形蛍光体を、
３ｍｇ／ｃｍ2の割合で被着した。さらに、それぞれの硝子管内には所定量の水銀および
アルゴン－ネオン混合ガスを封入し両端にはタングステン電極を設けて、２種類の冷陰極
蛍光ランプを形成した。
【００４１】
これらの冷陰極蛍光ランプと、紫外線遮断性を持たない透光性アクリル樹脂よりなる１５
０ｍｍ×２００ｍｍ、厚み２ｍｍの導光板とを組み合わせて、図１に示すような液晶バッ
クライト装置を作製し、それぞれの冷陰極蛍光ランプの長時間点灯後における導光板の平
均表面輝度変化特性等を測定した。
【００４２】
その結果、紫外線遮断性を有している第１の硝子管を使用した冷陰極蛍光ランプと導光板
を組み合わせて作製した、液晶バックライト装置（以下、Ｎｏ．１の液晶バックライト装
置という）の冷陰極蛍光ランプ点灯１００時間経過後の導光板の平均表面輝度を基準とし
て、１０００時間経過後における導光板の平均表面輝度は、相対値比で６５％であった。
一方、第２硝子管と導光板を組み合わせて作製した、液晶バックライト装置（以下、Ｎｏ
．２の液晶バックライト装置という）の冷陰極蛍光ランプ点灯１００時間経過後の導光板
の平均表面輝度を基準として、１０００時間経過後における導光板の平均表面輝度は、相
対値比で５５％であった。さらに、導光板の冷陰極蛍光ランプに近接している縁部付近（
光入射部近傍）が黄変していることが確認できた。なお、Ｎｏ．１の液晶バックライト装
置の導光板の縁部には、僅かな白濁もしくはくもりが確認された。
【００４３】
次に、ＴｉＯ2がドープされた第１の硝子管の内面に、ルチル型酸化チタンの微粒子を、
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０．１ｍｇ／ｃｍ2の割合で被着して、硝子管内面に金属酸化膜を形成し、金属酸化膜の
表面に蛍光体を被着して形成された冷陰極蛍光ランプと導光板を前述したように組み合わ
せて液晶バックライト装置（以下、Ｎｏ．３の液晶バックライト装置という）を作製した
。この液晶バックライト装置を長時間点灯し、上述と同一条件で導光板の平均表面輝度の
変化特性等を測定した。
【００４４】
金属酸化膜が硝子管の内面に設けられることで、さらに紫外線が遮断されるので、冷陰極
蛍光ランプ点灯１００時間経過後を基準として、１０００時間経過後における輝度は、相
対値比で８５％であり、Ｎｏ．１の液晶バックライト装置の場合に比べ上昇していた。な
お、導光板の縁部におけるくもり現象が僅かに確認された。
【００４５】
さらに追加試験として、５０００時間経過後における導光板の観察を行ったところ、縁部
も含めた全体に薄曇りが見られ、導光板の平均表面輝度は、１００時間経過後を基準とし
て相対値比８０％であった。
【００４６】
次に、ＴｉＯ2がドープされ、さらに内面には金属酸化膜が形成された硝子管よりなる冷
陰極蛍光ランプと、紫外線遮断材がドープされた導光板とを組み合わせて作製された液晶
バックライト装置（以下、Ｎｏ．４の液晶バックライト装置という）を用いて、長時間点
灯後における導光板の平均表面輝度変化特性等を測定した。導光板の平均表面輝度の相対
値比は１００時間経過後を基準として１０００時間経過後では９５％、５０００時間では
８５％であり、５０００時間を経ても、導光板の縁部には、くもりや変色は発生しなかっ
た。
【００４７】
さらに、Ｎｏ．１～Ｎｏ．４の液晶バックライト装置それぞれにについて、冷陰極蛍光ラ
ンプ点灯１００時間経過後を基準とした、１０００時間経過後の冷陰極蛍光ランプの光束
の相対値比Ａ％（発光光束維持率）および導光板の平均表面輝度の相対値比Ｂ％（平均表
面輝度維持率）との差Ａ％－Ｂ％の値を確認した。その結果は、Ｎｏ．１の液晶バックラ
イト装置は１０％であり、Ｎｏ．２の液晶バックライト装置は２０％であり、Ｎｏ．３の
液晶バックライト装置は６％であり、Ｎｏ．４の液晶バックライト装置は１％であった。
【００４８】
以上の測定結果によって明らかなように、Ｎｏ．４の液晶バックライト装置は、硝子管材
料、硝子管内面および導光板のすべてに紫外線遮断性を有している。それにより、それら
が相乗作用を発揮して、液晶バックライト装置の表面輝度低下を抑制して、長期において
安定した画面輝度を得ることができることがわかった。さらには、長期使用後の画面の平
均表面輝度維持率を冷陰極蛍光ランプの発光光束維持率とほぼ同程度に保ち、冷陰極蛍光
ランプからの発光光束の有効利用率の低下を防止できる。
【００４９】
ここで、発光光束維持率Ａ％と平均表面輝度Ｂ％との差Ａ％－Ｂ％が、５％以内であるよ
うに、液晶バックライト装置を設計することで、冷陰極蛍光ランプの光束と導光板の表面
輝度の経時変化率が両者ともほぼ同等に近いレベルで推移する。そのため、冷陰極蛍光ラ
ンプからの発光光束の有効利用率の低下を防止できる。
【００５０】
次に、冷陰極蛍光ランプの蛍光体被着量について測定をした。硝子管内面の単位面積当た
りの被着量が、２．０ｍｇ／ｃｍ2未満の場合は、被着量が２．０ｍｇ／ｃｍ2の場合に比
べて、発光光束が１０％以上低下し、被着量が５．０ｍｇ／ｃｍ2を越えた場合には、自
己吸収による光束減少が５％以上になる上、材料費が高価となり実用には適さない。した
がって、冷陰極蛍光ランプの蛍光体被着量は、２．０ｍｇ／ｃｍ2以上５．０ｍｇ／ｃｍ2

以下とされるのが望ましい。
【００５１】
また、硝子管内面に被着する酸化チタン微粒子の被着量について測定をした。被着量が０
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．０２ｍｇ／ｃｍ2未満では紫外線遮断性が極端に低下し、被着量が０．５ｍｇ／ｃｍ2を
越えた場合には、可視光まで反射して光透過率を大幅に低下せしめ発光光束が不足して、
導光板の表面輝度低下を生じ実用的でなかった。したがって、硝子管内面に被着する酸化
チタン微粒子の被着量は、０．０２ｍｇ／ｃｍ2以上０．５ｍｇ／ｃｍ2以下とされるのが
望ましい。
【００５２】
また、紫外線遮断材料として、酸化チタン微粒子の代りに酸化亜鉛微粒子を用いても、酸
化チタン同様の紫外線遮断効果が得られた。
【００５３】
また、導光板に用いる透光性プラスチック材料として、アクリル樹脂の代りとして、ポリ
オレフィン樹脂を用いて測定した。ポリオレフィン樹脂は、アクリル樹脂と同様に透光性
、耐熱性とも実用に耐え、重量がアクリル樹脂に比べ１５％軽量であるという利点がある
。ポリオレフィン樹脂に紫外線遮断性有機化合物や光安定剤や酸化チタンのいずれかをド
ープした材料で測定したところ、アクリル樹脂と同様の効果を得ることができた。
【００５４】
また、冷陰極蛍光ランプの硝子管外径が３ｍｍを越えたり、肉厚が０．３ｍｍを越える場
合や、導光板の厚みが４．５ｍｍを越える場合には、液晶バックライト装置全体としての
小型化、薄型化、軽量化に逆行するので実用的でなかった。硝子管材料として、ソーダ硝
子に比して耐熱性に優れたホウケイ酸塩硝子を採用すれば、硝子管の肉厚をできるだけ薄
形化しかつ細管化しても長時間点灯における熱的影響による硝子管破損等が起きない。
【００５５】
また、ランプの管壁負荷が０．２Ｗ／ｃｍ2未満では、ユーザの必要な高画面輝度のラン
プ特性を満足出来ず実用には適さなかった。
【００５６】
また、ランプに被着する蛍光体としては、希土類蛍光体で３波長域発光形の材料を用いた
方が、他の非希土類蛍光体を用いる場合に比べ、画面の鮮明さ、高輝度、および高色温度
を得るための各種特性面で優れていた。なお、必要に応じて４波長域発光形、５波長発光
形の希土類蛍光体も同様効果を得ることができた。
【００５７】
なお、本発明の液晶バックライト装置は、発明の実施形態および実施例や図面で示した以
外にも、定格、寸度、形、材料、仕様、設計要素等を含めて任意に選択して適用出来るも
のである。
【００５８】
以上のように、本実施の形態の液晶バックライト装置によれば、硝子管８に金属酸化物が
ドープされ、硝子管８内面には、金属酸化膜９が形成され、導光板２には、有機紫外線吸
収剤等がドープされている。それにより、放射光中の紫外線が減少されていき、導光板２
が紫外線から受ける影響が減少される。そのため、バックライト装置の長期間使用中にお
ける画面の表面輝度の大幅な低下が防止できる。
【００５９】
【発明の効果】
　本発明の液晶バックライト装置によれば、金属酸化物がドープされ、管内面に金属酸化
膜が形成されている硝子管を備えた、管壁負荷０．２Ｗ／ｃｍ2以上の冷陰極蛍光ランプ
と、無機化合物および有機化合物の少なくとも一方が、ドープまたは被着された、透明性
プラスチックよりなる、最大厚みが４．５ｍｍ以下の導光板とを備え、前記導光板の縁部
が前記冷陰極蛍光ランプに近接配置される。それにより、遮断すべき紫外線の波長域が広
く、遮断性が高い。そのため、導光板の劣化が少なく、長期間画面の表面輝度の損失を抑
制できる。
【図面の簡単な説明】
【図１】　本実施の形態にかかる液晶バックライト装置の構成を示す断面図
【図２】　図１の液晶バックライト装置の冷陰極蛍光ランプの構成を示す断面図
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【図３】　本実施例の冷陰極蛍光ランプの硝子管の分光透過率曲線を示す図
【符号の説明】
１　　　冷陰極蛍光ランプ
２　　　導光板
３　　　拡散板
４　　　プリズム板
５　　　反射体
６　　　反射体
８　　　硝子管
９　　　金属酸化膜
１０　　蛍光体膜
１１　　電極
２１　　縁部

【図１】

【図２】

【図３】
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